
様式第２号（その１）（第７関係） 
 

要件設定型一般競争入札参加資格証明申請書 
令和  年  月  日 

宇佐市長      様 
住        所  
商号又は名称  

                             代表者氏名               印 
              

※ 委任先がある場合は受任者（支店等）の住所等を記載してください。 

 

この入札参加資格証明申請書について、記載内容及び提出書類については、事実と相違

ないことを誓約します。 

工  事  名   

公 告 日 令和  年  月  日 

入札公告６（１）資

格 業 種 等 
入札参加資格要件を満たす建設業法第３条の規定に基づく 
【               】工事に係る許可を受けている。

資格業種等に係る 

大 分 県 格 付 け 
   □（    ）等級     □ 格付けなし 

業 者 区 分 
入札公告６(５)の所在地等要

件を満たす建設業法第３条第

１項に規定する営業所の種類
□ 本店   □ 支店・営業所等 

経 営 事 項 審 査 
基 準 日   年 月 日 総合評定値（Ｐ点）  

当該工事の建設業の

許可 
□ 大臣  □ 知事 □ 特定  □ 一般  第     号 

上 記 許 可 年 月 日   年  月  日 許可 

配 

置 

予 

定 

技 

術 

者 

□主任技術者 

氏  名  

資格免許  

交付（登録）番号  

※当該工事が建設業法施行令第２７条に該当する場合（請負代金の額が 3,500 万円

以上（建築一式工事においては 7,000 万円以上））は、上記の者は、当工事請負期

間中は専任し、他の現場を兼務することはありません。 

□監理技術者 

氏  名  

資格免許  

交付（登録）番号  

※上記の者（特定建設業者が請負代金額 4,000 万円以上（建築一式工事にあっては

6,000 万円以上）の工事を下請に出す場合）は、当工事請負期間中は専任し、他の

現場を兼務することはありません。 
（注意事項） 
 ① 公告に明示した入札参加資格要件に適合する建設工事の種類及び技術者について記載すること。 
   配置予定技術者は複数名記載することができるが、記載した者の中から必ず 1 名以上を当該工事に配

置しなければならない。 

 ② 申請書には最新の経営事項審査結果通知書（経営規模等評価結果通知書・総合認定値通知書）の写し

を添付すること。ただし、入札参加資格審査申請時提出以降変更がない場合（変更があった場合は、契

約管財課へ変更後の経営事項審査結果通知書（写し）を提出済の場合）は添付を省略できる。 

 ③ □については該当する事項を■で表示すること。（□にレを付けても可） 
④ 専任の主任技術者及び監理技術者については当該申請日以前３か月以上の雇用関係にあること。 

（健康保険被保険者証の写し等、３か月以上の雇用関係を確認できる書類を添付すること）。 
⑤ 電子入札システムにより提出する場合には、押印は不要とする。 
⑥ 配置予定技術者の資格等が確認できる書類（技術者資格者証、健康保険証の写し等）を添付すること。

（県内業者は除く） 

建設工事単体発注用 


